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№ 種別 分類 質問 回答

1 通所系共通 加算

栄養アセスメント加算について。利用者の体重を１月ごとに測定
する手順になっているが、利用者が急に入院して当該月に体重
測定できなかった場合はどのようにしたらよいか

当該月に体重測定できなかったやむを得ない事情を記録しておき、退院し再度通所す
るようになったら速やかに体重測定すること。

2 通所系共通 加算

月途中で要支援から要介護になった場合の加算の算定につい
て。以下の加算はどのように算定するのか
①科学的介護推進体制加算
②サービス提供体制強化加算
③12月超利用の減算

月額の加算は日割り計算できない。そのため、要介護と要支援で該当加算が１月あたり
なのか1回あたりなのかによって算定が変わる。
①要介護と要支援で月あたりの加算のため、月末の状態（要介護）に対応する加算を算
定する
②要介護は1回あたり、要支援は1月あたりの加算であるため、要介護分は回数分、要
支援分は1月分算定できる
③要介護にない減算で、1月あたりの減算であるため、１月分減算する

3 通所系共通 加算

①入浴介助加算Ⅰについて、清拭でも算定はできるか。
②入浴が可能な利用者について、当日の体調不良で清拭に変更
になった場合でも算定できるか。

①利用者の自立生活を支援するうえで、最適と考えられる入浴手法が清拭であれば、
清拭でも算定できる。
②当日の体調不良で、部分浴や清拭に変更になった場合でも算定できる。

4 通所系共通 減算

朝、病院へ通院してからデイサービスに通所する利用者に対し、
病院からデイサービス事業所へ送迎する場合は送迎減算が適用
されるか。

貴見のとおり。

5 通所系共通 計画
サービス提供の曜日を変更する場合、同一週内で振り替える必
要があるのか。

元々の通所予定日の前後1週間以内であれば振替可能とする。この場合、月を跨いだ
振替も可能とする。

6 通所系共通 計画
利用日（曜日）を変更（追加）する場合、通所介護計画の変更は必
要か。

通所介護計画に曜日の記載がある場合は、変更が必要である。

7 通所系共通 計画

お花見や遠足などの外出行事をもって通所介護として算定可能
か。

算定可能な場合がある。
原則として、通所サービスは施設内において行われるべきであるが、施設外におけるレ
クリエーション等については、以下の3点を満たし適切に行われた場合、介護保険の
サービスとして算定可とする。
①屋外での活動が通所介護計画に機能訓練の一環として位置付けられ、かつ、訓練が
適切に行われること
②年間事業計画に位置付けられていること。
③外出行事の前後は施設内でサービス提供を行うこと（直接帰宅することなく、健康状
態等の確認を行うこと）。

8 通所系共通 計画

通所介護サービスでキャンセルが出た曜日をスポット的に使え
るか、また、家族の都合でスポット的に使えるか

利用可能である。
サービスを利用する必要性があるとケアマネが判断した上で、通所介護計画を変更し、
利用者の同意が得られる場合は利用可能である。

9 通所系共通 計画

通所事業所が年間で計画したイベントをやるので、週２回通所し
ているところを、通所日以外に一時的に通所日を増やして利用
する事は可能か。

利用可能である。
サービスを利用する必要性があるとケアマネが判断した上で、通所介護計画を変更し、
利用者の同意が得られる場合は利用可能である。

10 通所系共通 計画

利用者の希望により、通常のサービス提供開始時間よりも恒常
的に遅い時間からサービス提供を開始することは可能か。

可能である。
単位内で提供時間の異なる利用者も存在し得る可能性があることから、サービス提供
開始時刻や終了時刻を同時にしなければならないというものではない。



11 通所系共通 計画

1日だけ家族の都合で3時間未満の利用をした場合、算定は可
能か。

算定は不可である。
２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護の単位数を算定できる利用者は、心身
の状況から、長時間のサービス利用が困難である者、病後等で短時間の利用から始め
て長時間利用に結び付けていく必要がある者など、利用者側のやむを得ない事情によ
り長時間のサービス利用が困難な者であること。
当案件は、ご家族の事情によるものであり、本人の心身の状況によるものではないた
めに、算定できない。

12 通所系共通 屋外サービス

商店街等で職員と一緒に利用者が買い物をするという内容の
サービスは行うことは可能か。

機能訓練の手段としての買い物であれば可能であるが、以下の条件が必須となる。
・通所介護事業所のアセスメント等で必要性について検討した上で、通所介護計画に機
能訓練として位置付けられていること
・機能訓練であるため、買い物行為全般（商品の運搬、会計等）を職員が代行するもので
はないこと
　例えば、次ののようなものは機能訓練とは認められない
　１．利用者は商品を選ぶだけでその他はすべて職員が代行する
　２．自分では運ぶことが難しい重いものを職員が代わりに購入し、自宅まで運んでも
らう
・事業所を出発して事業所に戻ること（現地解散は不可）
・屋外サービス中も、施設内にいる職員で人員基準が満たされていること
・当該屋外サービスの実施状況及び目標の達成状況を記録していること

あくまで機能訓練の一環とした場合にのみ認めるものであり、買い物そのものを目的
としたサービス提供は保険給付ではなく介護保険外サービス（介護保険最新情報
vol.678）となることに留意すること。

13 通所系共通 その他

デイサービスにおいてインスリン注射や骨粗鬆症の治療のため２
年間定時に注射を打たなければならない利用者に対し、当該時
間が通所介護の時間に重なる場合、主治医の指示書があればデ
イサービスの看護師が注射を行うことは可能か。

可能である。
医師の指示に基づき、処方量、処置方法等を確認した上で処置することは差し支えな
い。なお、医師の指示については文書により指示を得て用意しておくことが望ましい
が、文書による指示が難しい場合には、医師の指示内容を必ず記録しておくこと。

14 通所系共通 その他
介護保険の通所介護と医療保険のリハビリは併用することは可
能か。

特に制限はないため、併用は可能。

15 通所系共通 その他

有料老人ホーム入居者が通所サービスを利用する場合、有料老
人ホームの各居室～玄関間の介助は、通所介護事業所が行う居
宅内介助の対象となるか。

対象となる。有料老人ホームの各居室～建物玄関間は居宅内と判断するため、居宅内
介助の対象範囲となり、建物玄関～事業所までが送迎の範囲となる。

16 通所系共通 その他

デイサービスでの食費にとろみ材の料金を上乗せすることは可
能か。

原則上乗せできない。施設での食費においては上乗せをしておらず介護サービス提供
の一部とみなせるため。ただし、必要性がないにもかかわらず利用者又はその家族の
希望でとりみを付ける場合は材料費を上乗せすることは可能とする。

17 通所リハ 加算

短期集中個別リハビリテーション実施加算の算定要件である「退
院（所）日又は、認定日から起算して３月以内」は、たとえば2/1
が退院（所）日の場合、３月の終期いつになるのか。

今回の例でいえば、4/30となる。
もし月途中の2/15が退院日であった場合には、5/14までとなる。

18
介護予防通所
介護相当サー

ビス
その他

要支援１の方が、介護予防通所介護相当サービスを週１回利用し
ているが、利用回数を増やしたい意向がある。自費（全額自己負
担）で追加利用することは可能か。

自費で別途算定することはできない。包括報酬で行うものとする。



19 短期入所 加算
入院先から居宅に戻らず、そのままショートステイを利用する場
合、送迎加算を算定できるか。

算定できない。加算の要件上、「居宅と事業所との間の送迎」となっているため。

20 短期入所
30日
ルール

ショートステイ３０日連続利用について、３１日目は自費だが、３１
日目にＡ事業所を退所してＢ事業所を入所した場合、Ａ事業所だ
け自費なのか？それともＡ事業所とＢ事業所両方自費なのか？

Ａ事業所は自費になるが、B事業所は介護保険で算定ができる。

21 短期入所 その他

緊急短期入所受入加算にかかるショートの利用時、４日以上の利
用であれば短期入所生活介護計画を作成する必要があるか。

必要である。
緊急に受け入れたものであるが、４日以上の利用であれば通常のとおりアセスメントし
たうえで短期入所生活介護計画を作成する必要がある。また、延長して４日以上になっ
た場合も同様の取り扱いとする。

22 短期入所 その他

区分支給限度額を超えた自費利用のショートステイ利用日につ
いて負担限度額は適用になるか。また、31日目の自費利用につ
いてはどうか。

適用対象外となる。
介護保険法第51条の３より「短期入所生活介護等の指定居宅サービスを受けたときに
特定入所者介護サービス費を支給する」とされている。自費利用については短期入所
生活介護費が算定できない（介護保険対象外である）ため、負担限度額についても適用
対象外となる。なお、31日目の自費利用についても、同様に対象外。

23 短期入所 その他

短期入所生活介護の利用中に往診を受けられるか。また、訪問
診療は受けることができるか。
短期入所療養介護の場合はどうか。

短期入所生活介護の場合、往診を受けることができる。訪問診療は、短期入所生活介護
利用前３０日以内に居宅にて訪問診療を行い、短期入所利用開始後３０日までの間に入
所先での訪問診療となった場合には、医療保険での算定が可能（「医療保険と介護保険
の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等につ
いて」保医発0330第２号別紙１※10参照）であり、受けることができる。
短期入所療養介護については、往診が併設保険医療機関以外の場合は、受けられる。ま
た、訪問診療は受けることができない。

往診…突発的に要請を受け訪問して診療するもの
訪問診療…定期的かつ計画的に訪問して診療するもの

24 短期入所 その他

定期的な通院が必要な利用者が、短期入所利用中にその通院を
行うことはできるか。

短期入所生活介護は利用できる。
短期入所療養介護については、事業所の医師が利用者の状況から、事業所では必要な
医療を提供することが困難で通院が必要と判断した場合に限り、通院できる。

25 短期入所 その他

短期入所利用中に、家族が来所してインスリン注射等を行うこと
はできるか。

可能である。
自己注射や事業所側で対応できない場合は、家族が来所してインスリン注射等を行う
ことができる。


